
令和７年度実質当初予算 商工労働部主要施策の概要 
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◎重点主要施策の概要 
 

○被災事業者の生業再建の支援 

・能登事業者支援センターや地元支援機関による伴走支援体制の強化 

・なりわい再建支援補助金や持続化補助金、営業再開支援補助金等による事業の再開・ 

継続支援 

・経営環境の変化に対応し、新たな業種や事業、市場に挑戦する事業者を後押しする補助 

制度の創設 

・副業人材の活用促進や事業承継の推進、地域に新たな活力を生み出す起業の促進など、 

域外からの人材の呼び込みも念頭に置いた支援の充実 

・無利子（借入当初５年間）・保証料免除の特別な融資制度等による資金繰り支援 

・商店街の復旧・にぎわい創出に向けた取り組み、伝統工芸事業者や酒蔵の再建・復興に 

向けた支援の充実 

・ＩＬＡＣ能登による求人開拓・職業紹介や、能登での合同就職面接会の開催、国の在籍

型出向促進に向けた助成制度の創設に呼応した県独自の支援の拡充 など 
 

○産業振興指針の着実な推進 

・学生の県内就職促進向けた、低学年時からのアプローチ強化や経済的支援の充実 

・デジタル活用ものづくり支援センター（工業試験場内）に、ロボット導入に向けたワン

ストップ支援体制を構築 

・北陸三県連携による、県産品の輸出拡大に向けた取り組みの強化 など 

・被災地ではなりわい再建の正念場を迎えることから、伴走支援体制を強化するとと

もに、事業者ニーズを踏まえ、早期の営業再開から本格復旧、その後の経営再建を

支援するほか、事業承継、起業、資金繰り、人材確保などにきめ細かく対応する。 

・産業振興指針に掲げる「新たな時代を捉えてともに飛躍・成長する、石川県の特徴

を活かした魅力ある産業づくり」の着実な推進に向けて、事業者の様々な取り組み

を支援する。 

 

 



◎ 主 要 事 業

金　　額（千円）

※復興基金市町事業は能登半島地震復旧・復興推進部計上

Ⅰ　令和６年能登半島地震及び令和６年奥能登豪雨への対応

１ 能登の特色ある生業の再建に向けた中小企業等への支援

（１） 事業の再開・継続に向けた支援

・ 被災事業者のなりわい再建支援 21,760,000 施設・設備の復旧に対する支援（なりわい再建支援補助金）

（最大１５億円）

・ 被災事業者の営業再開支援【復興基金（県）】 380,000 早期再開に向けた仮設施設整備に対する県独自の支援

（最大３００万円）

・ 被災事業者の事業継続支援 200,000 小規模事業者に対する持続化補助金への県独自の上乗せ

（２００万円→３００万円）

・ 持続化補助金の対象外となる中小企業への支援 130,000 事業再建に向けた修繕や販路開拓等に対する県独自の支援

（最大２００万円）

・ 経営環境の急激な変化に対応する新たなチャレンジ 310,000 異業種や新分野への進出等に対する県独自の支援

への支援 （最大３００万円）

・ 商店街の事業再建への支援 125,000 施設復旧に対する支援（上限なし）、

賑わい創出イベント等に対する支援（最大１００万円）

・ 商店街等の街路灯の管理支援【復興基金（市町）】 2,000 事業者が２割以上減少した商店街等が所有・管理する

街路灯の電気料金支援

・ 仮設商店街等の整備支援【復興基金（市町）】 33,000 整地費や借地料等への支援

（補助率10/10、上限1,200万円）

・ 伝統工芸事業者の再建支援【復興基金（県）】 60,000 県指定・稀少伝統的工芸品の製造に必要な道具・原材料費等

に対する県独自の支援（最大1,000万円）

・ 輪島塗の創造的復興に向けた官・民・産地共同 12,000 若手人材の養成施設の整備等に関する基本構想の策定

プロジェクトの推進

・ 被災酒蔵の事業継続支援 25,000 被災酒蔵を受け入れ共同醸造を行う酒蔵に対する支援など

（２） 資金繰りの支援 融資枠

・ 災害対策特別融資制度 750億円 無利子（借入当初５年間）、信用保証料の免除

融資枠

・ 再建に長期間を要する事業者の資金繰りへの支援 55億円 長期（15年以内）かつ初期の返済額を抑えた融資制度

・ 二重債務問題に対応する官民ファンド（総額１００億円） 400,000 再建に必要な資金調達を行う被災事業者の既往債務に係る

への出資金 債権買取など

商工労働部

令和７年度実質当初予算　商工労働部主要施策の概要

事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明



金　　額（千円）

（３） 伴走支援体制の強化

・ 能登事業者支援センターの体制強化【復興基金（県）】 171,000 ワンストップでの相談対応、プッシュ型支援の拡充

（常駐県職員２人→３人）

・ 被災地の支援機関の体制強化【復興基金（県）】 28,000 奥能登２市２町の商工会・商工会議所の職員増員への支援

・ 専門家派遣の充実 200,000 派遣枠6,000回、被災事業者は派遣回数上限なし

（４） 求人・求職マッチングの推進

・ 被災事業者の人材確保、被災者の就労支援 77,710 ILAC能登による求人開拓・職業紹介、能登の仕事に関する

【復興基金（県）】 合同就職面接会の開催、職業訓練の実施支援

・ 在籍型出向の促進 50,000 国の助成制度に呼応し、出向準備への支援を拡充

・ 副業・兼業人材の活用促進 105,840

への支援、

・ 被災地における復興業務の担い手確保 150,000 高齢者・障害者等が「能登復興推進隊」として復興に資する

【復興基金（県）】 業務に従事

（５） 新たな産業の担い手支援

・ 起業の促進 68,000 県内外の起業関心層への働きかけ、ワンストップ相談窓口の

設置、能登での起業準備講座の開催、店舗開設への支援

（最大３００万円）

・ 事業承継の推進 17,000

第三者承継の促進、

能登での事業承継型起業の促進など

・ 能登への県外スタートアップの誘致 9,000 能登での事業展開が見込まれる有望なスタートアップの発掘

に向けた調査

（６） 応援消費の促進

・ 首都圏アンテナショップを核とした応援消費の促進 17,000

他県アンテナショップ連携イベントなど

・ クルーズ船での能登産品の販売促進 1,500 船内での伝統的工芸品や食品のＰＲ、

クルーズターミナル等での販売

商工労働部

事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明



金　　額（千円）

2 教訓を踏まえた災害に強い地域づくり

・ 産業技術専門校等の復旧 571,881 七尾、能登産業技術専門校等の復旧

3 創造的復興リーディングプロジェクトの推進

・ 「いしかわサテライトキャンパス」の推進 5,000 県外学生の県内企業へのインターンシップの参加促進

・ 輪島塗の創造的復興に向けた官・民・産地共同 12,000

プロジェクトの推進（再掲）

Ⅱ 成長戦略の実現に向けた諸施策

1 新たな時代を捉えて飛躍・成長する産業づくり

・ 意欲ある中小企業の前向きな取り組みの支援

・ 成長戦略ファンド（総額７００億円）による支援 460,000 革新的な新技術等の研究開発から身近な商品・サービス開

発、販路開拓までの総合的な支援

（１） 産業のＤＸ推進

・ デジタル活用ものづくり支援センターを拠点とした 50,500 デジタルシミュレーション技術の活用に向けた人材育成や

DXの取組支援 共同研究の推進、

支援、

参加

・ 早稲田大学を代表校とする「スマートエスイーＩｏT／ＡＩ 33,000 AI・IoTなどの最先端技術の習得支援、

石川スクール」の開催

（２） 産業のＧＸ推進

・ 「いしかわCFP算定モデル」の構築による競争力強化 12,000 製品の原材料調達、製造から廃棄までの温室効果ガス排出量

のモデル的な算定手法の策定

・ 民間企業主導の水素ステーション整備の促進 70,000 低コスト型コンパクト水素ステーションの開発・実証への支援

・ 春蘭の里における「ゼロカーボンビレッジ」の普及啓発 30,000

活用

・ 産学官連携による炭素繊維分野の革新的な 200,000 市場拡大が期待される環境適合型の新たな複合材料に係る

研究開発の推進 研究開発の実施

・ 創エネ・蓄エネ分野の研究開発促進 100,000 工業試験場や県内大学の研究成果を県内企業へ還元し

事業化を後押し

商工労働部

事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明



金　　額（千円）

（３） 産業を支える人材の確保・育成

・ 学生の県内就職促進

・ 大学生と県内企業との出会いの場の創出 69,350 合同企業説明会や

インターンシップマッチング交流会の開催など

・ 「Back to ISHIKAWA／Stay ISHIKAWA」 15,000 学生の企画・運営による企業交流会や体験イベントの開催、

プロジェクトの推進 情報発信などを通じた県内就職意識の醸成

・ 県内就職促進に向けた経済的支援の充実 14,110 奨学金返還助成制度の支援対象の拡充

・ 社会人ＵＩターンの促進

・ 県内企業のスカウト採用によるマッチングの促進 6,000 企業が求職者と待遇・条件を直接交渉・スカウトする仕組み

の創設など

・ 副業・兼業人材の活用促進（再掲） 105,840

・ 外国人材の確保・定着

・ 外国人労働者の確保・定着支援 31,500 ワンストップ相談対応、

首都圏で開催される合同企業説明会

自動車整備人材の受入促進

・ 技能の継承

・ 卓越した技能者の技能の次世代への継承 4,500 「百万石の名工」の技能を映像としてデジタルアーカイブ化

・ 金沢産業技術専門校の建て替え 69,000

（４） 新事業・新産業の創出

・ 起業の促進（再掲） 68,000

・ 能登への県外スタートアップの誘致（再掲） 9,000

・ スタートアップ創出の基盤構築 59,000 大学発スタートアップ支援、

スタートアップビジネスプランコンテストなど

（５） 国内外への販路拡大・魅力発信

・ 県産品の魅力・価値の向上と効果的な発信

・ 首都圏アンテナショップ「八重洲いしかわテラス」での 128,100 首都圏における情報発信、県内事業者の販路開拓支援

販路拡大

商工労働部

事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明



金　　額（千円）

・ 海外への事業展開の促進とニッチトップ企業の育成

・ 海外アンテナショップの運営 86,000 香港アンテナショップの伝統的工芸品売り場の拡大

（シンガポール、香港、フランス）

の強化

・ 石川の食品・農林水産物の輸出強化 46,150

の強化、北陸三県連携での共同ＰＲ（シンガポール、フランス、

した香港高級百貨店でのフェア開催、台湾の高級百貨店に

おける石川フェアの開催

・ 加賀料理の無形文化財登録に向けた取り組み 15,000

・ 大阪・関西万博への出展 120,000 本県の魅力である「祭り（8月27日）」と「食文化（8月27日

～31日）」をテーマとした催事出展、能登半島地震からの

復興に取り組む姿の発信

・ ニッチトップ企業の育成 23,000 国内外でニッチトップを目指す企業に対する支援など

（６） 中小企業・小規模事業者等の事業基盤の強化

・ 持続可能な賃上げ環境の整備

・ 賃上げに取り組む事業者への支援 55,000 生産性向上につながる設備投資等への助成

（国の助成制度への上乗せ支援）

・ 経営課題の高度化・複雑化に対応するための伴走支援

の強化

・ 支援機関の体制強化 55,800 伴走支援に積極的に取り組む商工会・商工会議所への

経営指導員の加配

・ 専門家派遣の充実（再掲） 200,000

・ 円滑な事業承継の推進

・ 事業承継の推進（再掲） 17,000

（７） 戦略的な企業誘致の推進

・ 高い付加価値を生み出す労働生産性が高い企業の誘致 1,669,000 企業立地補助制度による企業進出や増設の支援

・ 企業誘致を通じた魅力的な雇用の場の創出 31,300 IT・コンテンツ企業立地促進補助金による企業誘致の推進

商工労働部

事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明



金　　額（千円）

2 個性と魅力にあふれる交流盛んな地域づくり

・ クルーズ船寄港の促進 20,890 海外見本市への出展など国際クルーズの積極的な誘致活動

の推進

・ 金沢港の貨物拠点としての利用促進 4,000

・ 「いしかわサテライトキャンパス」の推進（再掲） 5,000

3 安全・安心かつ持続可能な地域づくり

・ 「いしかわCFP算定モデル」の構築による競争力強化 12,000

（再掲）

・ 民間企業主導の水素ステーション整備の促進（再掲） 70,000

・ 春蘭の里における「ゼロカーボンビレッジ」の普及啓発 30,000

（再掲）

・ 産学官連携による炭素繊維分野の革新的な 200,000

研究開発の推進（再掲）

・ 創エネ・蓄エネ分野の研究開発促進（再掲） 100,000

4 デジタル活用の推進

・ デジタル活用ものづくり支援センターを拠点とした 50,500

DXの取組支援（再掲）

・ 早稲田大学を代表校とする「スマートエスイーＩｏT／ＡＩ 33,000

石川スクール」の開催（再掲）

5 カーボンニュートラルの推進

・ 「いしかわCFP算定モデル」の構築による競争力強化 12,000

（再掲）

・ 民間企業主導の水素ステーション整備の促進（再掲） 70,000

・ 春蘭の里における「ゼロカーボンビレッジ」の普及啓発 30,000

（再掲）

・ 産学官連携による炭素繊維分野の革新的な 200,000

研究開発の推進（再掲）

・ 創エネ・蓄エネ分野の研究開発促進（再掲） 100,000

商工労働部

事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明



金　　額（千円）

6 国補正予算に呼応した経済対策（物価高騰対策）

・ 工業用ＬＰガス利用者の料金負担の軽減 50,000 工業用ＬＰガスの使用量に応じた補助（最大７円/㎡）

・ 特別高圧受電事業者の料金負担の軽減 30,000 特別高圧電力の使用量に応じた補助（最大1.2円/kWh）

・ 電気を大量に使用する高圧受電事業者の料金負担 110,000 高圧電力の使用量に応じた補助（最大1.0円/kWh）

の軽減

商工労働部

事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明


